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≪平成19年3月14日（水）第17回社会保険事業運営評議会≫  

厚生労働省発政第0228001号  

平成19年2月 2 8 日  

資料1－3  

社会保険庁長官 殿  

厚生労働大畠王手∴  

平成19年度において社会保険庁が達成すべき目標について   

中央省庁等改革基本法（平成10年法律第103号）第16条第6項第2号の  

規定に基づき、平成19年度において社会保険庁が達成すべき目標について別添  

のとおり定めたので、通知する。   



（別添）  

一平成J9年度において社会深慮ノ詔j二達成すべき風炉  

平成19年度において、社会保険庁長官に権限を委任した事務に係る社会保険庁が達成すべき目標については、以下のとおりとする。  

また、厚生労働大臣が主宰する「社会保険新組織の実現に向けた有識者会議」において平成17年9月に取りまとめた「業務改革プログラム」に基づく業務改革を推   

進するとともに、平成18年3月に取りまとめた「社会保険業務の業務・システム最適化計画」に基づいて、業務・システムの改革を進めるものとする。  

なお、平成19年度においては、とりわけ国民年金保険料の納付率の向上対策を最優先の課題として、重点的に取り組むとともに、いわゆる団塊の世代の大量退職に   

伴い、年金相談等の業務の増加が見込まれることから、これに対する的確な対応に努めることとする。  

参考指標  達成すべき目標   

J 鹿骨事務■に膠する事項  

（1）厚生年金保険事業・政府管掌健康保険事業・船員保険事業の未適用事業所（船   
員保険は船舶所有者）の適用を促進するとともに、適用事業所からの被保険者資   
格の得喪、被扶養者、標準報酬月額、標準賞与額等に係る適正な届出を促進する。  

（数値目標）   

○適用事業所数に対する事業所調査件数（資格に関する調査を行ったもの）  
の割合：4分の1以上  
注）未適用事業所に対して立入検査をした件数を含む。  

・適用事業所数  
（平成17年度実績）厚生年金保険：1，648，101事業所  

政府管掌健康保険：1，515，290事業所  
船 員 保 険：  6，292事業所  

・新規適用事業所数  

（平成17年度実績）厚生年金保険  
政府管掌健康保険  
船 員 保 険  
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全被保険者資格喪失事業所数  
（平成17年度実績）厚生年金保険  
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巡回説明実施事業所数（平成19年度からは訪問勧奨実施事業所数）  
（平成17年度実績）  53，129事業所  

重点加入指導実施事業所数  
（平成17年度実績）  4，013事業所  

・被保険者数  
（平成17年度実績）厚生年  険
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・資格取得被保険者数  

（平成17年度実績）厚生年金保険：  
政府管掌健康保険：  

船 員 保 険：  
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達成すべき目標   参考指標  

・資格喪失被保険者数  
（平成17年度実績）厚生年金保険： 6，375，211人  

政府管掌健康保険： 4，478，890人  
船員保険 29，119人  

・被扶養者数  

（平成17年度実績）政府管掌健康保険： 16，493，297人  
船員保険： 103，105人  

・賞与支払事業所数（年度延数）  

（平成17年度実績）厚生年金保険：1，932，383事業所  
政府管掌健康保険：1，645，961事業所  
船員保険： 4，099事業所   

（2）国民年金の被保険者種別変更等の適正な届出の促進や、職権による適用により、  ・各種届出の届出遅れに係る勧奨状送付件数   
国民年金の適用の適正化を図る。   （平成17年度実績）  3，805，310件   

（数値目標）   ・20歳到達者（住民基本台帳ネットワークにより把握したもの）の適用   
○届出遅れに係る勧奨状の送付対象者数：前年度を下回る   率  

（平成17年度実績） 100％  

・第1号被保険者数  
（平成17年度実績） 21，903，485人  

・第1号資格取得者数  
（平成17年度実績） 5，083，885人  

・第1号資格喪失者数  
（平成17年度実績） 5，337，704人   

（3）基礎年金番号により被保険者記録を正確に管理する。   ・他制度加入照会件数  

（平成17年度実績）  1，630，971件  

・年金手帳記号番号回答票数（社会保険業務センター受付分）  
（平成17年度実績）   580，024件   

－ 2 －   



達成すべき目標   参考指標   

2 床鮒筈舵新書訝に膠する享有   

・差押え事業所数  （1）厚生年金保険事業・政府管掌健康保険事業・船員保険事業の保険料等の確実な   
紳入を促進するとともに、社会保険料等を滞納する事業主（船員保険は船舶所有  13，631件  
者）に対する納付の督促及び滞納処分を確実に実施する。   ■‾■●■－■■■－－－－●■－■－■■－－－一一－●■－－－一－－－－一一－－●－－一－－－－■－－－－－－－－■■■－－－－－・－■－－－－－一●一●■－－■一－■  

・保険料収納率  

（数値目標）   （平成17年度実績）厚生年金保険：98．5％   
○保険料収納率注）   政府管掌健康保険：97．9％   
厚生年金保険：98．5％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   船員保険：92．1％  
政府管掌健康保険：97．9％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保  
船 員 保 険：92．1％以上で、かつ、前年度と同等の実績を確保   ・口座振替実施率  

○口座振替実施率   （平成17年度実績）厚生年金保険：84．2％   
厚生年金保険：84％以上   政府管掌健康保険：85．5％   
政府管掌健康保険：85％以上   船 員 保 険：56．4％   
船 員 保 険：57％以上   

注）上記の保険料収納率は、現年度分保険料調停額及び過年度分保険料調停（繰越）額   
の合計額に対する当年度の収納額の割合   

（2）国民年金保険料について、納めやすい環境づくり、効果的・効率的な納付督励の展  ・保険料納付率   
開、強制徴収の厳正な執行、免除・猶予制度の利用促進等により、納付月数の増加と  （平成17年度実線）            67 lO。   
未納者数の減少を図る。   ・口座振替実施率   
平成19年度においては、現年度分保険料の納付率が80％に達するよう最大限努  －－く平温！●7＿年度実嵐）＿…＿＿‖＿＿＿…、＿…＿…＿‖＿＿4月∴2＿％… 
・戸別訪問件数  力するとともに、平成17年度分保険料の最終的な納付率が74．5％に達するよう   
に努める。   ‖（平温！＿？」年度実慮〕＿＿…‖■…＿＿＿……延＿＿＿ま∴＿ヱてj一在任…＿＿…＿＿＿…  
・電話納付督励件数  なお、納付率向上の取組に関する評価について、次の点の検討を進め、考え方を明   
らかにする。   

一 滴馨露絹豪簸L＝－一－－…－……－－－一過－一旦ヱー3五供…－－－……‥   

無）など）を明らかにし、実施機関として保険料徴収に取り組む対象範囲を明確に  一瑠鮎妄簑葉芽鮎＝－……－…－－－－－－…さ－，－－4ユー弓瓦佐一－－－…－－…‥  した上で、未納者の属性に応じて実現すべき納付者数、免除者数等の目安を設定す   
ることについて検討する。   喜 

一瑠諺猛芳芹豪産L……＝－…‥…＝一一？ムー4－4一晩－－－－…－…＝  ② 未加入者数の推移など納付率の算定の前提に影響を与える諸条件についてこれま   
での状況を整理し、これらの条件を織り込んだ納付率を明らかにした上で、目指す  ＿＿（平温！＿7＿年度実線）＿＿＿＿…＿……＿＿ 
べき目標の在り方を検討する。   ・コンビニ収納件数  

一年度実線L……－－……－＝－＝…－…旦朋互性……＝…‥－  

（平成17年度実績）法定免除：1，126，166件  
申請全額免除：2，155，879件  

申請半額免除： 
532，984件  

一一息－＝－…且∴旦1一旦ま一旦L－蛇摘＝一一………－  
∴学生繭仔細件数  

ユエー一7－∬L－3－7一班 
ー瑠駐品等嘉季弘一－…－－－…－－－－－－－－－…－…‥  

年度実線L‥－……－－－－－…－－一等－4一江L一月一冒一班－－－…一－－…－－  
∴  
（平成17年度実績） 580，160件  

－ 3 一   



達成すべき目標   参考指標   

β ㈱付事務にノ野する享有   

・内容点検件数（過誤調整確定分）  （1）政府管掌健康保険事業・船員保険事業におけるレセプト情報管理システムを活   
用した効率的なレセプ・ト点検調査の実施及び被保険者等に対する適切な受診指導  （平成17年度実績）政府管掌健康保険：  1，222，405件   
等を行うことにより、医療費の適正化を推進する。   船員保険  4，901件   

（数値目標）   ・レセプト点検効果額（資格点検を除く）   

○被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）   （平成17年度実績）政府管掌健康保険：内容点検15，424百万円   
政府管掌健康保険：内容点検  806円以上   外傷点検 8，876百万円   

外傷点検  464円以上   船 員 保 険：内容点検  77百万円   
船 員 保 険：内容点検1，173円以上  外傷点検 57百万円  

外傷点検  868円以上   

・被保険者1人当たりレセプト点検効果額（資格点検を除く）  
（平成17年度実績）政府管掌健康保険：内容点検 806円  

外傷点検 464円   

船員保険：内容点検1，173円  
外傷点検 868円  

（2）政府管掌健康保険事業・船員保険事業における傷病手当金等の現金給付の迅速  ・現金給付費   
な決定及び適正な支給に努める。   （平成17年度実績）政府管掌健康保険： 5，321億円  

船員保険：  54億円  
（数値目標）   

・被保険者1人当たり支給日数（傷病手当金）    ○請求書を受け付けてから、給付金が決定され、支給決定通知書が届くまでの所要日数   

の目標（サービススタンダード）について、請求者に対する不備返戻、医師照会及び  （平成17年度実績）政府管掌健康保険：  1．41日   

実地調査に要した日数を除いた所要日数での達成率100％の実現を図る。  船員保険  6．19日  

傷病手当金  ：3週間以内   

出産手当金  ：3週間以内   ・請求書を受け付けてから、給付金が決定され、支給決定通知書が届くま  
出産育児一時金   ：3週間以内   での平均所要日数及び達成率   

家族出産育児一時金：3逸聞以内   （車成17年度実績）  

埋葬料（費）  ：3週間以内   

家族埋葬料  ：3週間以内   【健康保険給付関係】 

11  
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達成すべき目標   参考指標  

（3）年金給付の迅速な決定及び適正な支給に努める。   ・年金給付費  

（平成17年度実績）厚生年金：21兆9，863億円  
（数値目標）   基礎年金：12兆6，386億円  
○請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの所要日数の目標（サ   国民年金1兆9，527億円  
ービススタンダード）について、請求者に対する不備返戻、医師照会、実地調査及び  老齢福祉年金： 165億円  
市町村からの回有に要した日数を除いた所要日数でめ達成率100％の実現を図る。   
・年金受給権者数    老齢基礎・老齢厚生年金：2か月以内（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以   

内）   （平成17年度実績）厚生年金  ：25，109，878人   
遺族基礎・遺族厚生年金：2か月以内（加入状況の再確認を要しない方は、1か月以   基礎年金（国民年金）：24，393，056人   

内）   船員保険（新法） 2，127人  

障害基礎年金：3か月以内   
障害厚生年金：3か月半以内   ・請求書を受け付けてから、年金が裁定され、年金証書が届くまでの平均  

所要日数及び達成率  
（平成17年度実績）  

● 

（ 1，9。1，587都  
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達成すべき目標   参考指標   

4 床鰍び窟払銑訝裏碧／ご膠する享有   

（1）社会保険事業に係る保健事業は、適切かつ効率的に実施する。特に、政府管掌   
健康保険事業・船員保険事業において．、平成20年4月からの「高齢者の医療の   
確保に関する法律」の施行による特定健診・特定保健指導の義務化を見据えて、   
・健診実施割合（40歳以上の被保険者）        生括習慣病予防健診事業を効果的に実施するとともに、それに基づく事後指導等   
の事業を適切かつ効率的に実施する。   （平成17年度実績）政府管掌健康保険：29．3％  

船員保険：32．3％  
（数値目標）   

○健診実施割合   ・事後指導実施割合  

政府管掌健康保険：34％以上（40歳以上の被保険者）   （平成17年度実績）  35．3％   
船′ 員 保 険：39％以上（40歳以上の被保険者）   

○事後指導：実施者数が前年度の実績を上回る   

（2）社会保険事業に係る保健・福祉施設事業は、各保健・福祉施設の見直しの方針  
に基づき、着実に整理合理化を実施する。   

■l  
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達成すべき目標   参考指標   

5 広軌 修好公尻 j観評者にノ野する事穿‘   

（1）社会保険事業に関する効果的な広報を行うとともに、年金教育の拡充を図る。   ・ホームページアクセス数  
（平成17年度実績） 6，093万件  

（数値目標）   

○生徒に対する年金セミナーの実施率：全中学・高校数の35％以上   ・生徒に対する年金セミナーの実施率  
（平成17年度実績）  28．7％  

（2）被保険者、受給権者等の利用しやすい年金相談体制を充実するとともに、年金  ・年金相談者数（来訪相談者数）   
個人情報の提供の充実を図る。   （平成17年度実績） 7，444千人  

・被保険者記録の事前通知件数  
（平成17年度実績） 1，771千件  

・35歳到達者への通知件数  
（平成18年度から実施）  

・インターネットによる年金見込額試算照会の受付件数  
（平成17年度実績） 80千件  

・年金加入状況の通知件数  
（平成17年度実績） 12，019千件   

（3）個人情報保護の重要性についての認識が徹底された職場を実現するとともに、   ・レセプト開示件数   

国民に対する適切な情報公開を行う。   （平成17年度実績） 5，、879件  

i ・研修参加人数  

（平成17年度実績） 28，352人  

・情報公開法に基づく開示請求件数  
（平成17年度実績）本庁分： 55件   

地方分： 3，989件   
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